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（仮称）神根総合運動公園整備工事（その３） 特記仕様書 

 

（趣旨） 

第１条 この特記仕様書は、上記工事に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（週休２日制モデル工事） 

第２条 本工事は、川口市土木工事における「週休２日制モデル工事」試行要領（令和７年１０

月版）の「週休２日制モデル工事（現場閉所型）」試行対象工事である。 

試行の実施は、川口市土木工事における「週休２日制モデル工事」試行要領（令和７年１０月版）

によるものとする。試行要領は、市ホームページで確認すること。 

 

（情報共有システムの活用） 

第３条 当初設計金額６０，０００千円以上の土木工事、または受注者が希望する土木工事につ

いては、情報共有システムを活用するものとする。ただし、工事の内容や規模等を勘案し、や

むを得ない理由があると認められる場合は、この限りではない。 

試行の実施は、川口市土木工事情報共有システム試行要領によるものとする。試行要領は、

市ホームページで確認すること。 

 

（電子納品の実施） 

第４条 当初設計金額６０，０００千円以上の土木工事、または受注者が希望する土木工事の成

果品は、「川口市電子納品運用ガイドライン（以下「ガイドライン」という。）」に基づく電子

データによる納品（以下「電子納品」という。）を行うものとする。なお、ガイドラインに基

づき、電子納品の対象となる書類の紙提出は要しない。ガイドラインは、市ホームページで確

認すること。 

２  受注者は、発注者が電子データで提供した貸与図書について、発注者の許可なく第三者に

提供してはならない。また、必要がなくなった場合は直ちに破棄すること。 

 

（建設廃棄物の再資源化等） 

第５条 受注者は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成１２年５月３１日法

律第１０４号。以下「建設リサイクル法」という。）に基づいて、特定建設資材（コンクリー

ト、コンクリート及び鉄から成る建設資材、木材、アスファルト・コンクリート）の分別解体

等及び再資源の実施について適正な措置を講ずることとする。なお、本工事における特定建設

資材の分別解体等については設計図書に、再資源化については以下の積算要件を設定している

が費用等については、契約締結時に発注者と受注者の間で確認される事項であるため、発注者

が積算上条件明示した以下の事項と別の方法であった場合でも変更の対象としない。 

  ただし、工事発注後に明らかになった事情により、予定した条件により難い場合は、監督員

と協議するものとする。 
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特定建設資材廃棄物の種 施設の名称 所在地 

コンクリート 

 

川口アスコン 

リサイクルセンター 

埼玉県川口市本蓮４-１-１８ 

  ※上記は積算上の条件明示であり、処理施設を指定するものではないが、原則として 

再生資源化施設へ搬出すること。ただし、現場条件や数量の変更等、受注者の責による

ものでない事項についてはこの限りではない。 

 

 (建設発生土の搬出) 

第６条 建設発生土は、下記に示す（株）建設資源広域利用センター（以下ＵＣＲという）の受

入地への搬出を想定しているが、搬出に先立ち受入条件等を確認し、監督員に報告すること。 

また、別の施設を選定する場合は、事前に監督員の承諾を得ることとし、現場条件や数量の

変更等、受注者の責によらず、当初想定していた建設発生土の処理により難い場合は、協議

の上設計変更の対象とする。 

 ・受入地の名称と所在地 さいたま市緑区寺山 さいたま市緑区寺山３０３ 

 ・土質及び処分量    改良土 約５００㎥ 

・受入期間       令和８年９月～令和９年６月 

２ ＵＣＲ搬出前に地質分析試験（溶出試験２８項目、含有量試験１１項目）を行うものとする。 

 また、地質分析試験は土質区分毎、かつ同一土質区分で原則５，０００㎥ごとに１回実施し、

試料は１検体について５箇所から採取すること。（５地点混合方式） 

３ ＵＣＲの利用にあたっては、受注者はＵＣＲに土砂搬入申込書を提出し、手数料を支払い、

整理券の交付を受け、ＵＣＲの指示に従い建設発生土を受入地へ搬出する。なお、実施にあた

っては、監督員の指導を受けるものとし、受入価格の改定があった際は発注者と協議すること。 

４ 受注者は、５００㎥以上の建設発生土を搬出する場合は、埼玉県土砂の搬出、たい積等の規

制に関する条例（埼玉県土砂条例）に基づき、土砂排出届出書を受理担当窓口へ提出すること。 

５ 受注者は、規定様式により搬出前に搬出先市町村の建設発生土担当窓口あてに建設発生土の

搬出情報を郵送・ＦＡＸ等で提供し、その写しを監督員に提出する。ただし、搬出先が市内の

場合は不要とする。 

６ 受注者は、再生資源利用促進計画の作成に当たり、建設発生土を工事現場から搬出する場合

は、工事現場内の土地の掘削その他の形質の変更に関して発注者等が行った土壌汚染対策法等

の手続き状況や、搬出先が盛土規制法の許可地等であるなど適正であることについて、法令等

に基づき確認しなければならない。また、確認結果は再生資源利用促進計画に添付するととも

に、工事現場の公衆が見やすい場所に掲げなければならない。 

７ 受注者は、建設現場等から土砂搬出を他の者に委託する場合は、「再生資源利用促進計画」

に記載した事項（搬出先の名称及び所在地、搬出量）と前項で行った確認結果を、委託した搬

出者に対して、法令等に基づいて通知しなければならない。 

８ 受注者は、建設発生土を再生資源利用促進計画に記載した搬出先へ搬出した場合は、法令等

に基づき、速やかに搬出先の管理者に受領書の交付を求め、受領書に記載された事項が再生資

源利用促進計画に記載した内容と一致することを確認するとともに、監督職員から請求があっ
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た場合は、受領書の写しを提出しなければならない。 

（その他） 

第８条 この特記仕様書に疑義等が生じた場合については、別途監督員と協議するものとする。 

２ 本工事はターゲットバードゴルフ協会との事前協議により、令和８年８月までをターゲット

バードゴルフの利用期間とし、令和８年９月～令和９年６月を工事期間とする。 

３ 本工事の詳細なコース等の納まりについては、ターゲットバードゴルフ協会、発注者、受注

者の３者で協議し決定すること。 

 









（仮称）神根総合運動公園整備工事（その3）

案内図

工事施工箇所



主 た る 工 種 : 公 園 工 事

施 工 地 域 区 分 : 市街地(DID補正)(1)-3

経 費 適 用 年 月 : 令 和 7 年 12 月

週 休 ２ 日 区 分 : 閉 所 型 完 全 週 休 二 日 （ 土 日 ）

工 事 価 格

消費税等相当額

設 計 額


